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川越市保育ステーション事業運営業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

1. 目的 

川越市保育ステーションは、「川越市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、子育

て安心施設※「すくすくかわごえ」の機能の一つとして、保育の利用に係る送迎に困難を抱

える家庭の利便性の向上及び子育てをする家庭への支援の推進を図るための施設である。 

朝夕の１日２回、朝は保育ステーションから指定の保育所等（以下、「指定保育所等」と

いう。）へ、夕方は指定保育所等から保育ステーションへ児童を送迎するとともに、保護者

が迎えに来るまで児童を預かる、いわゆる送迎保育を実施する。また、日中は乳幼児の一時

預かりを実施する。 

※川越市保育ステーション事業運営業務委託仕様書（以下、「仕様書」）「３ 委託場所」

を参照 

 

2. 事業の概要 

(1) 事業名称 川越市保育ステーション事業運営業務委託 

(2) 事業内容 仕様書のとおり。ただし、仕様書に定めのない事項であっても、当該業

務の効果が上がると判断されるものについては、積極的に提案をすること。 

(3) 委託期間 契約日から令和１２年３月３１日まで 

(4) 事業費限度額 221,800,000 円（内取引に係る消費税及び地方消費税の額は０円） 

ただし、令和８年度は０円、令和９年度は年 71,200,000 円、令和１０年度は年

73,900,000 円、令和１１年度は年 76,700,000 円を限度額とする。なお、年度別の

事業費限度額の増額は、物価等の上昇を想定したものである。 

※消費税及び地方消費税は、消費税法基本通達 ６－７－５(2)「第二種社会福祉事

業」及び同通達６－７－７の２「保育所を経営する事業に類する事業として行われ

る資産の譲渡等」に該当するため、非課税とする。 

 

3. 担当課 こども未来部 保育課 入所担当 

    所在地 〒350-8601 

  埼玉県川越市元町１－３－１ 川越市役所３階 

電話番号：049-224-5827（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ：049-223-8786 

メール：hoiku★city.kawagoe.lg.jp  

（★は＠に変換して使用してください） 

ホームページ：ｈｔｔｐｓ://www.city.kawagoe.saitama.jp 

      （https は小文字に変換して使用してください） 
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4. 参加資格 

本件に参加しようとする者は、川越市契約規則（昭和 49 年規則第 21 号）を遵守し

た上、次に掲げる条件をすべて満たすものとする。 

⑴ 川越市競争入札参加者の資格等に関する規程（平成６年告示第 351 号）に基づく

令和７・８年度川越市競争入札参加資格者名簿に登載されていること。ただし、名

簿に登載されていない者であっても、必要書類を公募型プロポーザル参加申込書

（様式１）に添付し、参加することができる。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定により、川越市

における一般競争入札等の参加を制限されている法人に該当しない者であること。 

⑶ 本業務委託の公告の日から業務委託契約締結の日までの間のいずれかの日におい

ても、川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止の措置要綱の規定に基づく入札

参加停止期間中でないこと。 

⑷ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続

開始の申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て

又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生

計画の認可が決定し、又は再生計画の認可が確定した者を除く。）でないこと。 

⑸ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けてい

ないこと。 

⑹ 法人又は法人が運営する施設について、過去３年間において、法令に基づく改善の

命令、事業停止又は業務停止等の処分を受けていないこと。また、直近に実施され

た官庁の監査、指導検査等において重大な文書指摘を受けていないこと。ただし、

文書指摘を受けていた場合であっても、適正な改善報告がなされている場合を除く。 

⑺ 納付すべき法人税、消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

⑻ 川越市内に本店又は支店がある場合は、納付すべき市民税、固定資産税、軽自動車

税、特別土地保有税、事業所税及び都市計画税に未納がないこと。 

⑼ 公募の開始時において、現に次の施設または事業のいずれかを運営している法人で

あること。 

①児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第７項に規定する一時預かり

事業 

②児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業 

③児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業 

④児童福祉法第６条の３第２３項に規定する乳児等通園支援事業 

⑤児童福祉法第３５条第３項または第４項の規定により設置された保育所 

⑥児童福祉法第５９条の２第１項に規定する施設（同項の規定による届出がされた

ものに限る） 
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⑦就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園 

⑧学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 

⑨「多様な保育促進事業の実施について」（令和６年３月３０日こ成保第１７９号こ

ども家庭庁成育局長通知）別添５広域的保育所等利用事業実施要綱に定める、こど

も送迎センター事業 

⑽ 法人全体の財務内容について、直近の会計年度の末日において、債務超過となって

おらず、直近３年間の会計期間において、３期連続して損失を計上していないこと。 

⑾ 川越市の子育て施策及び保育行政を理解し、市が行う保育行政に積極的に協力でき

ること。 

⑿ 保育ステーションを利用する児童及び保護者の利益や満足を最優先に考えること。 

 

5. 選考スケジュール 

公募から事業者選定までのスケジュール（概要）は、以下のとおり。 

 内容 期間等 

参
加
資
格
審
査 

公募の開始 令和８年１０月１日（木） 

※市ホームページにて、提出書類等のダウンロードが可能。 

※書類等の直接配布は、川越市保育課にて同日より開始。（土日

祝日を除く午前９時から午後４時まで） 

参加申込 令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月１６日（金）

午後４時まで（土日祝日を除く（郵送の場合は必着）） 

資格審査に関す

る質問の受付 

令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月７日（水）午

後４時まで 

※電子メール送信後、川越市保育課に送信確認の電話をするこ

と。 

※質問の回答は、同年１０月１３日（火）に川越市ホームページ

において公開する。 

参加資格の確認

結果の通知 

令和８年１０月２２日（木）に電子メール及び書面にて通知す

る。 
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 内容 期間等 

本
審
査 

本審査に関する

質問の受付 

令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月１６日（金）

午後４時まで 

※電子メール送信後、川越市保育課に送信確認の電話をするこ

と。 

※質問の回答期日は、７⑶を参照のこと。 

企 画 提 案 書

の提出 

令和８年１０月２３日（金）午前９時から同年１０月３０日（金）

正午まで（土日祝日を除く）（郵送の場合は必着） 

※企画提案書は書類提出のほか、電子データ（ＰＤＦ形式）の提

出が必要。 

（ 一次） 

書類審査 

企画提案書の提出者が５者を超える場合は、書類審査を行い、そ

の結果を令和８年１１月６日（金）に電子メール及び書面にて通

知する。 

（二次） 

ヒアリング審査 

令和８年１１月２０日（金）にヒアリング審査を実施する。ヒア

リング審査の時間等の詳細は、令和８年１１月６日（金）に電子

メール及び書面にて送付する。 

契約締結 令和８年１２月下旬を予定。 

 

6. 参加申込 

本件に参加する意思がある場合は、次の書類を提出すること。 

① 公募型プロポーザル参加申込書（様式１） 

② 業務経歴書（様式２） 

③ 直近の県等指導監査部門による指導監査結果報告書及び改善結果報告書（写し可） 

④ 直近３箇年の財務諸表（写し可） 

⑤ 公募型プロポーザル参加資格審査申請書（様式Ａ） 

※ 代理人を置く場合には委任状（様式Ｂ）を提出すること。 

⑥ 経営規模等総括表（様式Ｃ） 

⑦ 納税証明書（写し可） 

ア 納税証明書（その３の３） 

イ 納税証明等申請書兼証明書（様式Ｄ） 

（イは市内本店又は市内営業所が参加する場合のみ提出） 

※ 代理人を置く場合には委任状（様式Ｅ）を提出すること。 

⑧ 履歴事項（全部）証明書（写し可） 
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⑴ 受付期間 

令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月１６日（金）午後４時まで（土日祝日

を除く、郵送の場合は必着） 

 

⑵ 提出方法 

上記①から⑧までの書類（令和７・８年度川越市競争入札参加資格者名簿に登載されてい

る場合には、上記①から④までの書類）に必要事項を記入し、川越市保育課に持参又は郵送

により提出すること（持参の場合は事前に連絡すること）。 

⑶ 参加資格の確認 

提出書類に基づき、参加資格の確認を行う。参加資格の確認結果は、令和８年１０月２２

日（木）に、参加申込みをした全ての事業者に対し、電子メール及び書面にて通知する。 

 

7. 質問の受付 

本件に関して質問がある場合は、「質問票（様式３－１または様式３－２）」を提出するこ

と。 

⑴ 受付期間 

①資格審査に関する質問 

令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月７日（水）午後４時まで（土日祝日を

除く。次の②も同じ。） 

②本審査に関する質問 

 令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月１６日（金）午後４時まで 

⑵ 提出方法 

「質問票（様式３－１または様式３－２）」に必要事項を記入し、電子メールに添付して

川越市保育課に提出すること。電子メールの表題は、「公募型プロポーザル質問（事業者名）」

とする。電子メール送信後、川越市保育課に送信確認の電話をすること。電子メール以外で

の質問（電話での問い合わせ等）に対しては、回答を行わない。 

⑶ 回答 

⑴①の質問 

令和８年１０月１３日（火）に川越市ホームページにおいて公開する。 

⑴②の質問 

ｱ. 令和８年１０月１日（木）午前９時から同年１０月７日（水）午後４時までに受け

付けた質問 令和８年１０月１３日（火）に川越市ホームページにおいて公開する。 

ｲ. 令和８年１０月７日（水）午後４時から同年１０月１６日（金）午後４時までに受

け付けた質問 令和８年１０月２２日（木）に川越市ホームページにおいて公開す

る。 
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8. 企画提案等の提出 

参加事業者は、選考に必要な次の書類（以下、「提出書類」という。）を持参又は郵送によ

り提出すること（持参の場合は事前に連絡をすること）。なお、提案は１者につき１つの提

案に限る。 

 提出書類 様式の種類 備考 

① 企画提案書等提出書 様式４ 代表者印を押印すること 

② 誓約書 様式５  

③ 実施体制調書 様式６  

④ 職員配置予定表 様式７ 配置予定職員が未定であっ

ても記入すること 

⑤ 配置予定者調書 様式 8  

⑥ 業務工程表 様式 9-1 

～9-4 

 

⑦ 企画提案書 様式 10-1

～10-14 

各様式とも、Ａ４判１ペー

ジ以内とする 

⑧ 見積書 様式 11-1

～11-10 

下記備考欄４を参考に記入

すること 

 備考 

１ 提出書類は、日本工業規格によるＡ４判の規格によることとし、全て片面で印

刷したものを１０部提出すること。 

２ ③～⑦の書類について、作成事業者を特定できる内容の記述をしないこと。 

３ 企画提案書（様式 10-1～10-14）は、書類提出のほか、電子メールに添付して

提出すること。電子メールの表題は、「プロポーザル企画提案書（事業者名）」と

すること。電子メール送信後、川越市保育課に送信確認の電話をすること。 

４ 見積書（様式 11-1～11-10）の項目・内訳は、人件費（保育士、補助員、運転

手、事務員、調理員等の別）、車両費、食材費、保険料、通信費、消耗品費等につ

いて記入すること。また、年度別に作成すること。 

⑴ 提出期間 

令和８年１０月２３日（金）午前９時から同年１０月３０日（金）正午まで 

（土日祝日を除く、郵送の場合は１０月３０日（金）必着） 

 

9. 選考方法 

選考は、本市が設置する審査委員会が、別紙「川越市保育ステーション事業運営業務委託

公募型プロポーザル評価基準表（以下、「評価基準表」という。）」に基づき、書類及びヒア

リング審査により行う。なお、企画提案書の提出者が５者を超えた場合には、業務の実績、

企画提案書等を審査し（書類審査）、上位５者をヒアリング審査の対象とする。書類審査を
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行った場合は、令和８年１１月６日（金）に審査結果を電子メール及び書面にて通知する。 

ヒアリング審査は、提案についてプレゼンテーションを行うこととする。その際、プレゼ

ンテーションの出席者は３名以内とする。プレゼンテーションの時間は２０分以内で、その

後質疑応答（１０分程度）を行う予定である。 

ヒアリング審査の実施は、令和８年１１月２０日（金）を予定としている。時間等の詳細

は、令和８年１１月６日（金）に企画提案書等の提出を行った参加事業者に電子メール及び

書面にて通知する。 

⑴  評価 

評価は、評価基準表により行う。ヒアリング審査による評価の合計点が最上位の者を優

先交渉権者に決定し、次に得点の高かった者を、次点の優先交渉権者として決定する。最

高得点の者が複数となった場合は、審査委員会が決定する。 

なお、選考に当たり、審査委員会において最低基準を設ける。また、参加事業者が１者

の場合も選考を行うが、最低基準を満たさなかった場合は、再度公募を行うものとする。

優先交渉権者が何らかの理由により、契約締結に至らなかった場合には、次点の者を優先

交渉権者とする。 

⑵  選考結果 

選考結果は、後日、ヒアリング審査に参加した事業者に電子メール及び書面にて通知す

る。 

⑶  その他 

① ヒアリング審査にパソコン、プロジェクター等を使用する場合は、川越市保育課に

事前に連絡のうえ、相談すること。この場合において、パソコン（Windows）、プ

ロジェクター、スクリーン、レーザーポインターは市が用意する（その他の機器が

必要な場合は参加事業者が用意する）。また、ヒアリング審査で使用する電子デー

タは、市の指定する日までに、市の指定する様式にて提出すること。 

② ヒアリング審査当日はパワーポイント等のデータを持参し、それを用いてプレゼ

ンテーションをすることを可能とする。ただし、企画提案書の内容に沿ったものと

し、企画提案書の範囲を超えたり、企画提案書の差し替え等は認められないため、

注意すること。 

③ ヒアリング審査の場において、参加事業者名が特定可能な内容の表現（参加事業者

名、参加事業者のロゴ、標語等の表示等）はしないこと。 

④ 審査委員会での選考は、非公開とする。また、選考結果に対する問い合わせ及び異

議申立ては、受け付けない。 

 

10. 結果の公表 

選考結果は、川越市ホームページで公表する予定である。 
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11. 契約の締結 

本業務の優先交渉権者に選定された者は、企画提案書に沿って、その詳細を本市と協議

のうえ、契約に必要な書類を揃え、契約を締結するものとする。 

 

12. 参加事業者の失格 

参加事業者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

(1) 「参加資格」の要件を満たさなくなった場合 

(2) 提出期限までに提出書類に不足があった場合 

(3) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(4) 見積額が事業費限度額（年度別事業費限度額含む）を超えている場合 

(5) ヒアリング審査に参加しなかった場合 

(6) 選考の公平性を害する行為があった場合 

(7) 前各号に定める場合のほか、提案に当たり著しく信義に反する行為等、審査委員会

委員長が失格であると認めた場合 

 

13. その他留意事項 

⑴ 本件に要する費用は、すべて参加する事業者の負担とする。 

⑵ 提出書類を市が受理した後の修正又は変更は認めない。川越市と契約する事業者は、

予定した管理責任者及び担当者を配置するものとし、当該管理責任者及び担当者の

交代については、死亡、傷病、退職等のやむを得ない場合を除き、これを認めない

ものとする。 

⑶ 川越市と契約を締結する事業者は、提出書類である「業務工程表（様式 9-1～9-4）」

に記載する内容を基に川越市と協議を行い、決定したスケジュールに基づき業務を

実施するものとし、川越市の許可なく業務工程の変更はできないものとする。 

⑷ 提出書類の著作権は、参加する事業者に帰属する。ただし、川越市が本件の結果の

報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとす

る。 

⑸ 提出された書類は、返却しない。 

⑹ 本件に係る情報公開請求があった場合は、川越市情報公開条例（平成８年条例第 15

号）に基づき提出書類の公開について判断する。 

⑺ 参加申込みの後に辞退する場合は、「辞退届（様式 12）」を提出すること。 


